
社会保険事業状況（平成17年６月現在） 
 

 

Ⅱ 年金保険 

 

１．総括 

 
(1) 適用状況 

 平成17年6月末現在の国民年金の被保険者数は、第1号被保険者が2,137万人（対前年同

月比35万人、1.6％減）、任意加入被保険者が34万人、第2号被保険者（厚生年金保険のみ）

が3,317万人、第3号被保険者が1,097万人（対前年同月比7万人、0.7％減）で、これらを

合計すると6,584万人である。このほか共済組合（旧共済分を除く。以下同じ。）の加入

者数は平成16年3月末現在で468万人である。 

 

 

 

図Ⅱ－１ 国民年金第１号被保険者数（任意加入を含む）の推移 
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図Ⅱ－２ 国民年金第３号被保険者数の推移 
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平成17年6月末現在の厚生年金保険の適用事業所数（船舶所有者数は含まない。）は163

万事業所で、前年同月に比べて1万事業所増加しており、船舶所有者数は5,465で前年同月

に比べて108減少している。また、厚生年金保険の被保険者数は3,317万人となっており、

前年同月に比べて43万人（1.3％）増加している。その内訳をみると、一般男子が2,178

万人、女子が1,132万人、坑内員が1千人、船員が6万人である。 

 

 

図Ⅱ－３ 厚生年金保険適用事業所数の推移 
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図Ⅱ－４ 厚生年金保険被保険者数の推移 
 

2, 800

2, 900

3, 000

3, 100

3, 200

3, 300

3, 400

6 9 12 3 6 9 12 3 6

-2. 0

-0. 5

1. 0

2. 5

4. 0
(万人） (％)

対
前
年
同
月
上
昇
率

3,317 万人

1.3 %

3,274

0.4

-1.3

3,260

(月)
15年度 16年度 17年度

 
 

 

厚生年金保険の被保険者の標準報酬月額の平均（任意継続被保険者を含む。）は30万9,

849円（対前年同月比0.0％減）で、船員を除くと 30万9,732円（対前年同月比0.0％減）、

船員は37万2,655円（対前年同月比0.8％減）である。また、一般男子は35万4,478円（対

前年同月比0.1％減）、女子は22万3,647円（対前年同月比0.7％増）、坑内員は36万7,98

0円（対前年同月比2.3％減）である。なお、毎月勤労統計調査によると、平成17年6月の

規模5人以上の事業所が常用労働者にきまって支給する給与の平均は27万3,767円（対前年

同月比0.4％増）である。 

厚生年金保険のうち旧共済分の適用状況については、適用事業所数は6,904事業所（う

ち船舶所有者数4）、被保険者数は76万2千人（うち船員166人）に、標準報酬月額の平均

（船員を除く）は34万5,362円（一般男子38万7,911円、女子23万8,289円）、船員は48万1,

265円である。 

厚生年金保険のうち、賞与の状況については、適用事業所数は17万事業所、被保険者数

は862万人、標準賞与額の平均は60万円。 

 

（２）受給者数 

 平成17年6月末現在における厚生年金保険（旧共済分を含む。）及び国民年金（老齢福

祉年金を除く。）の受給者数の合計は延べ4,580万人（対前年同月比182万人、4.1％増）



で、新法厚生年金と基礎年金の重複を除くと3,534万人（対前年同月比92万人、2.7％増）

となっている。また、老齢福祉年金受給者数は4万人である。このほか共済組合の受給者

数が平成16年3月末現在で336万人となっている。 

厚生年金保険の受給者数は2,260万人（旧法厚年分397万人、新法厚年分1,776万人、旧

法船保分8万人、旧共済分79万人）で前年同月に比べて92万人（4.2％）増加している。 

このうち、老齢給付の受給者数は1,821万人（旧法厚年分310万人、新法厚年分1,446万

人、旧法船保分4万8千人、旧共済分60万人）で、うち退職者は1,687万人、在職者は134

万人である。また、新法厚年分のうち、特別支給の老齢厚生年金の定額部分（以下「定額

部分」という。）も老齢基礎年金も受給していないいわゆる「基礎及び定額なし」は70

万人で、定額部分または老齢基礎年金を受給しているいわゆる「基礎または定額あり」は

1,376万人である。「基礎または定額あり」のうち、定額部分を支給停止とし（昭和16年4

月1日以前生まれのものは「報酬比例部分」も支給停止。）老齢基礎年金を繰り上げるい

わゆる「基礎全部繰上げ」は53万人で、定額部分と老齢基礎年金を一体的に繰り上げるい

わゆる「基礎一部繰上げ」は10万人となっている。 

また、障害給付は35万人（旧法厚年分9万人、新法厚年分25万人、旧法船保分2千人、旧

共済分7千人）、遺族給付は404万人（旧法厚年分79万人、新法厚年分304万人、旧法船保

分2万5千人、旧共済分18万人）である。なお、平成17年6月の老齢年金（老齢相当をいう。

以下同じ。）の新規裁定者数は4万人（旧法厚年分14人、新法厚年分4万2千人、旧法船保

分0人、旧共済分が62人）である。 

 船員保険（新法職務上）受給者数は2,062人である。 

 国民年金（旧法拠出制年金と基礎年金の計）の受給者数は2,321万人（旧法拠出制483

万人、基礎年金1,838万人）で前年同月と比べて90万人（4.0％）増加している。これらの

うち老齢給付の受給者（旧法の老齢年金・通算老齢年金及び老齢基礎年金の合計）は2,1

58万人で、前年同月に比べて88万人（4.2％）増加している。なお、旧法老齢年金受給権

者及び厚生年金の受給権を有しない老齢基礎年金受給権者について繰上げ受給の状況を

みると、6月は新規裁定者3万4千人のうち繰上受給権者が8千人となっており、繰上げ受給

率は24.6％である。なお、平成16年度新規裁定者の繰上げ受給率は27.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 



 

図Ⅱ－５ 厚生年金保険受給者数の推移 
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図Ⅱ－６ 国民年金受給者数の推移 
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（３）年金額 

 平成17年6月末現在における厚生年金保険、船員保険及び国民年金（老齢福祉年金を除

く。）の受給者の年金総額の合計は38兆2千億円（基金代行支給分を除くと37兆2千億円）

で、前年同月と比べて9千億円（2.5％）増加している。年金総額の内訳は、厚生年金保険

が23兆7千億円（旧法厚年分4兆7千億円、新法厚年分17兆6千億円、旧法船保分1千6百億円、

旧共済分1兆3千億円）で、国民年金（旧法拠出制年金と基礎年金の計）が14兆5千億円（旧

法拠出制年金が1兆9千億円、基礎年金が12兆5千億円）である。 

 老齢福祉年金は2百億円である。このほか共済組合の受給権者の年金総額は平成16年3

月末現在で6兆5千億円である。 

 船員保険（新法職務上）の受給者の年金総額は42億円である。 

平成17年6月の老齢年金新規裁定者（受給者）の平均年金月額（基金代行分及び併給す

る基礎年金分を含む。以下同じ。）は、厚生年金保険では9万4,175円（基金代行分を除く

と8万5,114円）である。また、国民年金では5万2,673円である。 

平成17年6月末現在の老齢年金受給者の平均年金月額は、厚生年金保険では16万7,112

円（基金代行分を除くと15万8,983円）であり、この内訳は、旧法厚年分が15万7,855円、

新法厚年分が16万7,984円、旧法船保分が23万6,702円、旧共済分が17万9,506円である。

また、国民年金では5万2,674円であり、この内訳は、旧法老齢年金が3万9,289円、老齢基

礎年金が5万5,174円である。 

 また、平成10年4月より60歳台前半の老齢厚生年金について雇用保険の給付との調整が

行われており、平成10年4月以降に老齢厚生年金の新規裁定が行われた者のうち、退職し

ていて失業給付を受けている者は老齢厚生年金が全額支給停止となり、在職していて高年

齢雇用継続給付を受けている者はその間、賃金との調整による老齢厚生年金の支給停止に

加えて、高年齢雇用継続給付との調整により老齢厚生年金が支給停止となる。 

平成17年6月末現在における失業給付との調整に該当する受給権者数は6万9千人、支給

停止年金総額は783億円であり、高年齢雇用継続給付との併給調整に該当する受給権者数

は18万1千人、支給停止年金総額は315億円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



第Ⅱ－１表 雇用保険の給付と老齢厚生年金との調整 

 

失業給付

件数（件） 支給停止年金総額（千円） 平均停止月額（円）

計 老齢相当 通老相当 計 老齢相当 通老相当 計 老齢相当 通老相当

平成 17年 1 月 66,727 57,454 9,273 76,782,458 73,226,992 3,555,466 95,891 106,211 31,952

2 月 64,588 55,875 8,713 74,048,121 70,697,675 3,350,447 95,539 105,440 32,045

3 月 64,938 56,208 8,730 74,207,895 70,877,687 3,330,207 95,229 105,082 31,789

4 月 60,419 51,901 8,518 68,718,134 65,466,007 3,252,128 94,780 105,114 31,816

5 月 59,593 51,331 8,262 67,820,042 64,638,762 3,181,281 94,838 104,938 32,087

6 月 69,065 59,053 10,012 78,255,815 74,435,580 3,820,235 94,423 105,041 31,797

高年齢雇用継続給付

件数（件） 支給停止年金総額（千円） 平均停止月額（円）

計 老齢相当 通老相当 計 老齢相当 通老相当 計 老齢相当 通老相当

平成 17年 1 月 188,500 177,102 11,398 34,213,320 32,528,834 1,684,486 15,125 15,306 12,316

2 月 188,082 176,820 11,262 33,806,859 32,157,523 1,649,336 14,979 15,155 12,204

3 月 188,639 177,613 11,026 33,579,033 31,971,469 1,607,563 14,834 15,001 12,150

4 月 185,939 175,198 10,741 32,828,984 31,278,068 1,550,917 14,713 14,877 12,033

5 月 181,451 170,962 10,489 31,716,894 30,217,926 1,498,968 14,566 14,729 11,909

6 月 181,465 171,167 10,298 31,491,561 30,024,598 1,466,963 14,462 14,618 11,871

 


